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本研究の目的は, 高校生の生活実態から社会参画を阻害している要因を探り, 学習課題を明らかにすることである。 先
行研究より社会参画の阻害要因を考察し, これを基に高校生と地域社会の関係と実生活における両者の関連について, 質
問紙調査法を用いて把握 ・ 分析した。 この分析から, 地域の人との係わりが意識されにく い実態には, 自分の行動影響力
を認識することや社会的役割を経験的に学ぶ機会が少ないことが影響していることが示唆された。 ここから, 学習課題は
社会参画できる場を捉えさせるために, より広い社会における自分の役割と実生活の関連を理解することであるといえる。 
そのため, 高校家庭科において社会参画を学ぶには, 高校生にとって身近な社会と教科学習を関連づけ, 自分の行動が社
会に及ぼす影響を捉える必要性と可能性を探究する学習方法を展開することが有効ではないかと考えられる。 
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1 . 問題の所在と研究目的
1 .1 社会参画の実践に関わる問題










ている。 内閣府(2014) の調査において, 地域の担い手
として社会参画の意欲を示す若者は35.4% で, 自分の社
会参加が社会現象を変えう ると考える若者は30.2% と少










の調査結果から捉えた。 高校1 年生が 1 ヶ月にもらう金
額は, 平均値4,735円, 中央値4,500円であり (消費者教
育支援センタ 2ー016) , 15~ 19歳の自由時間の平日総平
均は, 312分 (総務省統計局 2016) であった。
この調査結果から, 若者の社会参画が促されない要因
として, 次の 2 つの問題が浮上した。













御船 (2000) は, 欲求に動機づけられなされる生活行
為をマスローの欲求類型(生存, 安心・ 安全, 所属, 尊
敬される, 自己実現) と照らして, 組織への参画や人間
関係を結ぶ人間関係行為は, 行為自体が欲求を充足させ
る目的的行為であると示した。 また, 教育心理学用語辞
典では, 「内発的動機付け」 は自発的に生起され, 行動
そのものが学習の目標となるものであり, 人間は自ら行
動を始発し環境に対して能動的に働きかけていく存在で
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生活状況が社会参画意欲にもたらす影響をと らえた先
行研究は, 生活指導研究に複数見られる。 竹内 (1976) 
は, 現実の必要を反映した人間的欲求が育たないのは, 
認識の指導と表現・ 技能の教育の分断が起因すると考え
た。 坂元 (1979) は, 知識の習得が労働や技術の習得と
結びつき, 活動の動機やその目的の体系の中に組み込ま
れない能力育成の問題を指摘した。 また, 増山 (1986) 
は, 活動の中味の楽しさに関心を寄せ, 人間関係を主体














調査は, 2017年 5 月に, 兵庫県公立高校全日制普通科
1学年193人 (男子79人, 女子114人) を対象として, - 
斉に実施した。
調査高校の進路状況は, 4 年制大学への進学率 4 ~ 5 
割, 短大・ 専門学校進学率5 ~ 4 割, 就職率 1 割弱の高
校である。 また, 当校の所在地域は, 大阪府に隣接する
兵庫県の東端, 近畿地方のほぼ中央に位置する人口約3 
万規模の住宅都市化した町である。 年齢三区分人口は, 
0 ~ 14歳15%, 15歳~ 64歳58%, 65歳以上26%であり, 
高齢人口の割合は全国平均並, 年少人口は2 % 高い構成
であった。 
2.2 調査内容




1 地域社会とその境界 選択回答 
2地域社会における役割と実践 選択 ・ 自由回答 
3 自分と家族の地域との係り 選択回答 
4食生活の実態と時間・ お金・ 満足感 選択・ 自由回答 
1 は, 対象と した高校生が普段意識している地域社会
は , どの領域 ・ 集団を指しているか, 実在する地域社会
の領域・ 集団の選択肢から複数回答で判断させる項目か
ら成る。






斎藤 (1999) ・ 吉田ら(2000) の社会考慮尺度を引用し, 
個人と他者 ・ 社会との関係を問う11項目から成る。 回答
方式は, 「5 , よく あてはまる」, 「4 , ややあてはまる」, 
「3 , どちらともいえない」, 「2 , ややあてはまらない」, 
「1 , まったく あてはまらない」 の5件法と した。
3 は, 通常参加している地域活動を調べた, 京都大学
こころの未来研究センター 『地域社会の 「つながり」 と
暮らしについてのアンケート』 を引用した選択肢から成
る o







このうち, 5件法の回答は 「5 , よくあてはまる」, 「4 , 
ややあてはまる」 を肯定群, 「2 , ややあてはまらない」, 
「1 , まったく あてはまらない」 を否定群, 「3 , どちら










有効回答数193人で, 男子79人 (40.9%) , 女子114人
(59.1%) であった。 その内, 選択回答方式 (複数回答
可の項目を除く) の空欄及び自由回答で未記入のものは
分析対象から除き, 項目毎に有効回答数を示した。
地域づく りに関する認識を尋ねたところ, 図 1 のよう
な結果となった。 「私たちの住みよい地域づく り を実践
する必要がある」 の項目では, 肯定群は63.2%であり, 
その必要性を認識している高校生が一定数いることが示
唆された。 しかし, 「社会を変えられると思う」 かどう
かを, 「地域住民」 や 「高校生」, 「自分」 の活動主体別
に尋ねたところ, 「地域住民」 は地域社会を変える主体
であるが, 「自分」 は地域社会を変えう る活動主体でな
いと捉える傾向が明らかとなった。
次に, 対象とする高校生が 「1 ケ月のう ち自由に使え
るお金」 は, 平均4,328円, 中央値3,000円で, 「平日で自
由に過ごせる時間」 の平均は234分 ( 3 時間54分) であっ
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た (表 2 )。 お金 ・ 時間共に最小値から最大値の範囲が
広く, 全国調査のお金平均値4,735円, 中央値4,500円, 
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とした高校生を比べたところ, 次の 2 点において, 同様
の傾向を持つことが示唆された。
1 ' . 自分自身が地域づく りの主体となることが意識され
ていない

















せたところ, 具体的な活動内容として 「清掃活動」, 抽
象的な活動内容と して 「ボランティ ア」 の回答が顕著に
見られ, その他の活動や役割イメ ージを持つ生徒が少な
いことが明らかになった(図 2 )。 これより, 地域にお
ける高校生の役割として, 「清掃活動」 や 「ボランティ
ア」 が固定的なイメージとして定着していることが示唆




さらに, 社会に対する認識 ・ 思考の特性を探るため, 
社会考慮尺度の項目について肯定群の回答率を算出した
(図 3 )。 肯定群の割合の上位, 下位のそれぞれ2 項目に


























図 2 高校生が担う地域の役割イメージ(複数回答) 
N= 193 (人) 
0 10 20 30 40 50 60 70 (%) 
図 3 社会考慮尺度項目における肯定群の割合
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以上より, 社会に対する認識 ・ 思考の特性として, 対
象の高校生は次の 3 つの特性を持つことが推察された。 
















動は, 地域行事に参加する人数が最も多かった (図 6 )。 
また, 1 人当たりの活動個数の合計平均は1.35 (±0.82) 
個, 最頻値は 1個であった。 なお, 参加している活動が
ないと回答した人は, 9.3%であり, 参加する活動は限
定的で少ないが, 約 9 割の人が地域と接点を持っている















































割合は, 順に減衰することが確認された (図 8 )。 これ




割合が増えるが, 参加活動数の合計平均は1.80 ( ±1.40) 
個, 最頻値 1 個と大差のない結果であった (図 9 )。 こ
れより, 家族をロールモデルと して社会参画を学ぶ機会
を持つ人は少ないことが示唆された。 




??? ???? ??????? ?ー?????????????






4 N= 193 (人
69 
l = ;i 
l l l 
20 l ' ' I l l l 7 ・ ・ I l l l ■ , 二・ 三 二・ l??????? ? ? 器果 ????????
図 4 地域と聞いて思い浮かぶ領域 (複数回答) 
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いは 「立場が想像できる」(図11) 集団を問い, 集計し
た。 その結果, 対象の高校生が協力関係を認識している
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図11 立場が想像できる集団
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対象と した高校生の昼食入手先について, 1 週間の登
校日 5 日のうちそれぞれから入手する日数を尋ねた。 そ
の結果, 自宅弁当を持参する頻度が突出して高く, 平均
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0 1 2 3 4 5 (日) 
図12 昼食の入手先と頻度
N= 190(人)
親 -4.21き ようだい1 0.03自分 - 0.43祖父母 ' 0.12従業員 ■0.07その他 I 0.060 1 2 3 4 5 (日) 図13 昼食の作り手と頻度
次に, 自分で弁当をつく ることができると答えたのは
73.6%で, できないと答えた26.4%の主な理由として, 
能力と経験, 準備時間がないことが挙げられた (図14)。 








さらに, 学校の食堂は必要か尋ねたとこ ろ, 92.2%が
必要と答えた。 判断理由を尋ねた結果, 必要と考える主
な理由は, 「非常事態の備え」 と 「家庭の事情」 である
ことが明らかになった(図15)。 これより, 昼食の入手
におけるセーフティ ーネ ッ ト を要していることが示唆さ
れた。 
3.7 お金・ 時間・ 生活に対する満足度
お金 ・ 時間 ・ 生活に対する満足度を5 段階評価で数値
化させた。 その結果, 中央値は, お金・ 生活4 , 時間 3 
と, 多く の生徒が中程度以上の満足感を持っていること
が示唆された (表 3 )。 中でも, お金満足度は最頻値が
5 であり, お金のやり く りに不満を感じる人は少数であ
ることが明らかになった。 
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N= 192 ( 人)























図15 学校食堂の必要性と判断理由 (複数回答) 
表 3 お金・ 時間・ 生活の満足度





















く りに関わる機会や場の有無」 より, 高校生の多くは, 
社会への関心や住みよい地域づく り を実践する必要性を












































の意見を発信 ・ 行動することで, 何ができるか考えさせ
ることが第一 に取り組むべき学習課題であると言える。
また, この学習への内発的意欲を向上させるには, 現
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